
防災重点農業用ため池に係る防災工事等推進計画 

神奈川県 

１ 劣化状況評価、地震・豪雨耐性評価及び防災工事（以下、「防災工事等」という。）の

推進に関する基本的な方針 

(1) 神奈川県における農業用ため池の概要

ア 現状と基本的な考え方

県内の農業用ため池は、横浜市に３か所、川崎市に７か所など６市町に計20か

所あり、総貯水量は約100,000m3で県内の水田約70haへ農業用水を供給してい
る。 

この農業用ため池のうち、平塚市の２か所（万田八重窪ため池、中吉沢ため池）

については、ため池が決壊した場合の浸水想定区域に家屋や公共施設等が存在し、

人的被害を与えるおそれのある農業用ため池として、「防災重点農業用ため池に係

る防災工事等の推進に関する特別措置法（令和２年法律第 56 号。以下「法」とい

う。」）第４条に基づく防災重点農業用ため池に指定しており、今後、劣化状況評価

（法第２条第４項に規定する劣化状況評価をいう。以下同じ。）を行い、その結果

を踏まえ必要に応じて地震・豪雨耐性評価（法第２条第５項に規定する地震・豪雨

耐性評価をいう。以下同じ。）及び防災工事（法第２条第３項に規定する防災工事

をいう。以下同じ。）を実施することとする。 

イ 所有者及び管理者の状況

県内の農業用ため池の所有者別の状況は、市町が18か所、自然人が２か所とな

っており、管理者別の状況は、市町が15か所、組合が４か所、個人が１か所とな

っている。（別表１の１のとおり） 

(2) 神奈川県における防災重点農業用ため池の防災工事等の実施状況等

防災重点農業用ため池における防災工事等の実施状況については、万田八重窪

ため池において平成 20 年度にため池護岸の改修工事、令和元年度に地震対策調査

を実施しており、また、中吉沢ため池において平成元年度に関連工事として余水吐

の改修工事、平成 25 年度に地震対策調査を実施していて、２か所とも現状では

防災工事は不要であると判断されている。（別表１の２のとおり）

２ 劣化状況評価の実施に関する事項 

(1) 劣化状況評価の推進計画

法の有効期間内（令和 12 年度末）に劣化状況評価を行った上で必要な防災工事

に着手する必要があるため、法の有効期間内において、防災重点農業用ため池が決

壊した場合の影響度も踏まえ、廃止を予定している防災重点農業用ため池を除き、

劣化状況評価を実施する。 

なお、防災重点農業用ため池のうち、万田八重窪ため池は地震対策調査及び防災

工事を実施済みであり、中吉沢ため池は地震対策調査を実施済みで、現状では防災

工事は不要であると判断されていることから、ただちに劣化状況評価を行わず、 



 

 

定期点検結果なども踏まえながら、地震・豪雨耐性評価及び防災工事の実施に要す

る期間を５年程度考慮し、令和７年度までに劣化状況評価を完了させる。 

ア 令和７年度までに劣化状況評価を行う防災重点農業用ため池：２か所 

イ 個々の防災重点農業用ため池に関する情報： 別表２のとおり 

 

(2)  経過観察 

今後実施する劣化状況評価により、変状等が認められ経過観察が必要であると判

断された防災重点農業用ため池について、堤体の漏水量や変形状況を計測するなど

の経過観察を行う。 

経過観察を行う防災重点農業用ため池及び経過観察を行う者： 別表２のとおり 

 

(3)  定期点検 

地震や豪雨等により防災重点農業用ため池の劣化が進行する等の不測の事態が生

じるおそれがあることから、防災重点農業用ため池について、堤体の変状や漏水な

どを目視により定期的に点検を行い、決壊の危険性を早期に把握する。 

ア 定期点検の頻度：１回／１年 

イ 定期点検を行う者：市町又は防災重点農業用ため池の管理者 

 

３ 地震・豪雨耐性評価の実施に関する事項 

(1)  地震・豪雨耐性評価の推進計画 

防災重点農業用ため池のうち、万田八重窪ため池は地震対策調査及び防災工事を

実施済みであり、中吉沢ため池は地震対策調査を実施済みで、防災工事は不要であ

ると判断されていることから、現状では地震・豪雨耐性評価を実施する予定はない。  

なお、今後実施する劣化状況評価の結果を踏まえ、防災工事の実施が必要と判

断された場合は、法の有効期間内に防災工事に着手する必要があるため、防災工事

の実施に要する期間を３年程度考慮し、令和９年度までに地震・豪雨耐性評価を実

施する。 

ア 令和９年度までに地震・豪雨耐性評価を行う防災重点農業用ため池： －か所 

イ 個々の防災重点農業用ため池に関する情報： 別表２のとおり 

 

(2)  地震・豪雨耐性評価を優先的に実施すべき要件（知事特認） 

なし 

 

４ 防災工事の実施に関する事項 

(1)  防災工事（廃止工事を除く。）の推進計画 

現状では防災工事を実施する予定の防災重点農業用ため池はない。 

なお、劣化状況評価の結果、防災工事が必要と判断された場合は、法の有効期間内

に防災工事を実施する。 

 

(2)  廃止工事の推進計画 

現状では廃止する予定の防災重点農業用ため池はない。 

 

(3)  防災工事の実施に当たっての配慮すべき事項 



 

 

現状では防災工事を実施する予定の防災重点農業用ため池はないが、防災工事の実

施に当たっては、文化財保護や絶滅危惧種などの生育・生息環境等を考慮し、必要

な調整等を行うものとする。 

 

５ 防災工事等の実施に当たっての市町との役割分担及び連携に関する事項 

(1)  防災工事等の実施主体 

ア 劣化状況評価 

原則として市町 

 

イ 地震・豪雨耐性評価 

原則として市町 

 

ウ 防災工事（廃止工事を除く。） 

ため池整備に係る各事業の実施要件による 

 

エ 廃止工事 

市町 

 

(2) 技術指導等の内容 

   市町が実施する防災工事等については、県横浜川崎地区農政事務所及び各地域 

県政総合センター（以下「県」という。）、神奈川県土地改良事業団体連合会が所管

する範囲において可能な支援や助言等を行うこととする。 

 

(3) 情報共有及び連携の方法 

    県、市町、神奈川県土地改良事業団体連合会等の関係者間で担当者会議を開催す

ることで、防災工事等に係る情報共有を図り、連携して防災工事等を推進する。 

 

 

６ その他防災工事等の推進に関し必要な事項 

  なし 



別表１

防災工事等の推進に関する基本的な方針 神奈川県

　令和３年３月末時点

　(1)所有者別の箇所数及び割合

国又は地方公共団体 土地改良区 水利組合 集落又は個人 その他 不明 合計 備考

( 90% ) ( 0% ) ( 0% ) ( 10% ) ( 0% ) ( 0% ) ( 100% )

18 2 20

　(2)管理者別の箇所数及び割合

国又は地方公共団体 土地改良区 水利組合 集落又は個人 その他 不明 合計 備考

( 75% ) ( 0% ) ( 20% ) ( 5% ) ( 0% ) ( 0% ) ( 100% )

15 4 1 20

※国：行政財産として所有するものに限る。

※地方公共団体：法定外公共物であって市町村への所有権移転登記が未了のものを含む。

箇所数 備考

0

0

① 0

② 0

③ 0

④ 0

0

① 0

② 0

③ 0

④ 0

2
地震耐性評価
のみ実施済み

① 2
地震耐性評価
のみ実施済み

② 0

0

① 0

② 0

0

① 0

② 0

2

（割合）

箇所数

区分 内容

２　防災重点農業用ため池に係る防災工事等の実施状況等

合計

１　農業用ため池の概要

区分

（割合）

箇所数

区分

イ

ア 劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価を実施し、防災工事は不要であると判断されたもの

地震・豪雨耐性評価を優先的に実施すべき基準に該当しないもの

地震・豪雨耐性評価を優先的に実施すべき基準に該当するもの

劣化状況評価等を実施し、両方又はいずれか一方の評価結果から防災工事が必要であると判断さ
れたもの

防災工事（廃止工事を除く）が完了したもの

防災工事（廃止工事を除く）が未了のもの（継続中のものを含む）

廃止工事が完了したもの（指定解除手続きが未了のものに限る）

廃止工事が未了のもの（継続中のものを含む）

地震・豪雨耐性評価を優先的に実施すべき基準に該当し、劣化状況評価の結果、防災工事は不要
であると判断されたもの

地震・豪雨耐性評価を優先的に実施すべき基準に該当し、劣化状況評価の結果、防災工事が必要
であると判断されたもの

地震・豪雨耐性評価の結果、防災工事は不要であると判断されたもの

オ

エ

ウ 劣化状況評価を実施し、地震・豪雨耐性評価が未了

地震・豪雨耐性評価を優先的に実施すべき基準に該当せず、劣化状況評価の結果、防災工事は不
要であると判断されたもの

地震・豪雨耐性評価を優先的に実施すべき基準に該当せず、劣化状況評価の結果、防災工事が必
要であると判断されたもの

地震・豪雨耐性評価の結果、防災工事が必要であると判断されたもの

地震・豪雨耐性評価を実施し、劣化状況評価が未了

カ 現に農業用水の貯水池として利用なし

今後廃止工事を行うもの

廃止工事が完了したもの（指定解除手続きが未了のものに限る）

劣化状況評価、地震・豪雨耐性評価がいずれも未了



別表２

防災工事等の推進計画（対象ため池一覧） 神奈川県

　令和３年３月末時点

名称 ふりがな 都道府県名 市区、郡町村名 字・地番等
堤高
（ｍ）

堤長
（ｍ）

総貯水量
（千m3）

地震・豪雨
耐性評価

防災工事 廃止工事 経過観察 ※2 経過観察を行う者

142030001 万田八重窪 まんだやえくぼ 神奈川県 平塚市
万田字八重久保
897

平塚市 平塚市 4.0 40.0 9.0 - - -

142030002 中吉沢 なかきさわ 神奈川県 平塚市
上吉沢字内葎
844

個人 吉沢ため池組合 9.9 40.0 13.0 - - -

注）　記載内容は、令和３年３月末時点の確定値である。

※1　【防災工事等の対象と実施時期】：対象となる防災工事等について、法の有効期間の前期（Ｒ３～Ｒ７）に着手する又は実施中の場合は「1」、後期（Ｒ８～Ｒ１２）に着手する場合は「2」を記入する。

※2　【経過観察】について、経過観察が必要な場合は「1」を記入する。

経過観察

備考

防災工事等の対象と実施時期 ※1
データベース
コード番号

防災重点農業用ため池の名称 所在地

所有者 管理者

ため池の諸元
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